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１【提出理由】 

2013 年６月 18 日開催の当社第 22 回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融

商品取引法第 24 条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第 19 条第２項第９号の２の規

定に基づき、本報告書を提出するものであります。 

  
  

２【報告内容】 

(1) 株主総会が開催された年月日 

2013 年６月 18 日 

  

(2) 決議事項の内容 

第１号議案  剰余金の処分の件 

① 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金 3,000 円 

総額 124,402,803,000 円 
  

② 効力発生日 

2013 年６月 19 日 

  

第２号議案  定款一部変更の件 

① 変更の内容及び理由 
  

・現在、通称社名として使用している「株式会社ＮＴＴドコモ」に社名を統一

するため、第１条（商号）を変更する。 
  

・今後の事業展開に備えるため、第２条（目的）を変更する。 
  

・株式の分割及び単元株制度の採用に伴い、第８条（単元未満株式についての

権利）及び第９条（単元未満株式の買増）を新設する。 
  

・条文の新設に伴い、条数の繰下げを行う。 

  

② 変更の効力発生日 
  

・第１条の変更、第８条及び第９条の新設、条数の繰下げ：2013 年 10 月１日 
  

・第２条の変更：2013 年６月 18 日 

  

第３号議案  取締役３名選任の件 

取締役として、徳広 清志、村上 輝康、中村 卓司を選任する。 

  

第４号議案  監査役２名選任の件 

監査役として、大田 賢嗣、塩塚 直人を選任する。 

  



 

 

 
(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決され

るための要件並びに当該決議の結果 

  

決議事項 賛成数 
(個) 

反対数 
(個) 

棄権数 
(個) 

可決要件 決議の結果及び
賛成割合(％) 

第１号議案 36,411,991 17,384 10,913 ※１ 可決 99.39

第２号議案 36,070,027 359,191 10,956 ※２ 可決 98.45

第３号議案   

 徳広  清志 35,892,179 509,157 38,420 可決 97.97

 村上  輝康 35,544,252 884,792 10,712 可決 97.02

 中村  卓司 33,290,270 3,128,476 21,010

※３ 

可決 90.87

第４号議案   

 大田  賢嗣 36,041,881 376,948 21,005 可決 98.38

 塩塚  直人 30,641,473 5,771,811 26,550

※３ 

可決 83.64

※１  出席した株主の議決権の過半数の賛成による。 

※２ 議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した株主の

議決権の３分の２以上の賛成による。 

※３  議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した株主の

議決権の過半数の賛成による。 

 
  

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 
  

本総会前日までの事前行使分及び本総会に出席した株主のうち議案への賛成、反対及び棄権につ

いて確認ができた一部の株主の行使分により、全ての議案は可決要件を満たしたことから、上記確

認ができた株主を除く本総会当日出席株主の賛成、反対及び棄権に係る議決権の数は加算しており

ません。 

  

  

 (注) 徳広 清志氏の氏名に関しては「開示用電子情報処理組織等による手続の特例等に関する留意事項につい

て」及び「提出書類ファイル仕様書」(金融庁総務企画局)の規定により使用可能とされている文字以外を

含んでいるため、電子開示システム(ＥＤＩＮＥＴ)上使用できる文字で代用しています。 

 


